
平成 27 年 10 月 16 日

各 位

会 社 名 日本空調サービス株式会社

代 表 者 名 代表取締役社長 橋本 東海男

（コード番号 4658 東証第一部・名証第一部）

問 合 せ 先 取締役執行役員総務部長 草野 幸士

（TEL．052-773-2513）

連結子会社株式の追加取得に関するお知らせ

当社は、連結子会社である日本空調システム株式会社、株式会社日本空調岐阜、株式会社

日本空調北陸、株式会社日本空調東海、東日本空調管理株式会社の株式を追加取得いたしま

したので、お知らせいたします。

記

1.株式取得の目的

当社グループ経営の効率化とガバナンスの強化を図るため、株式を追加取得することと

いたしました。

2.子会社の概要

(1) 商 号 日本空調システム株式会社

(2) 代 表 者 代表取締役社長 首藤 健

(3) 所 在 地 愛知県名古屋市東区白壁 1-9

(4) 設 立 昭和 50 年 10 月 1 日

(5) 事 業 内 容 総合建物設備メンテナンスサービス業

(6) 資 本 金 90 百万円

(7) 株主及び持株比率 日本空調サービス株式会社

個人株主 132 名

51.1%

48.9%

(1) 商 号 株式会社日本空調岐阜

(2) 代 表 者 代表取締役社長 二村 靖男

(3) 所 在 地 岐阜県岐阜市石長町 5-3

(4) 設 立 昭和 51 年 10 月 1 日

(5) 事 業 内 容 総合建物設備メンテナンスサービス業

(6) 資 本 金 34 百万円

(7) 株主及び持株比率 日本空調サービス株式会社

個人株主 17 名

50.5%

49.5%



(1) 商 号 株式会社日本空調北陸

(2) 代 表 者 代表取締役社長 室谷 敏彰

(3) 所 在 地 富山県富山市稲荷元町 1-1-11

(4) 設 立 昭和 52 年 10 月 1 日

(5) 事 業 内 容 総合建物設備メンテナンスサービス業

(6) 資 本 金 30 百万円

(7) 株主及び持株比率 日本空調サービス株式会社

個人株主 36 名

51.0%

49.0%

(1) 商 号 株式会社日本空調東海

(2) 代 表 者 代表取締役社長 藤村 勝昭

(3) 所 在 地 静岡県浜松市東区積志町 93

(4) 設 立 昭和 54 年 6 月 16 日

(5) 事 業 内 容 総合建物設備メンテナンスサービス業

(6) 資 本 金 30 百万円

(7) 株主及び持株比率 日本空調サービス株式会社

個人株主 18 名

51.0%

49.0%

(1) 商 号 東日本空調管理株式会社

(2) 代 表 者 代表取締役社長 藤岡 克己

(3) 所 在 地 東京都江東区木場 5-1-1 コンフォール 5階

(4) 設 立 昭和 57 年 9 月 21 日

(5) 事 業 内 容 総合建物設備メンテナンスサービス業

(6) 資 本 金 10 百万円

(7) 株主及び持株比率 日本空調サービス株式会社

個人株主 6名

54.0%

46.0%

3.取得株式数及び取得前後の所有株式の状況

(1) 商 号 日本空調システム株式会社

(2) 異動前の所有株式数 61,300 株（所有割合 51.1%）

(3) 取 得 株 式 数 41,600 株

(4) 異動後の所有株式数 102,900 株（所有割合 85.8%）

(1) 商 号 株式会社日本空調岐阜

(2) 異動前の所有株式数 30,300 株（所有割合 50.5%）

(3) 取 得 株 式 数 29,700 株

(4) 異動後の所有株式数 60,000 株（所有割合 100.0%）

(1) 商 号 株式会社日本空調北陸

(2) 異動前の所有株式数 30,600 株（所有割合 51.0%）

(3) 取 得 株 式 数 25,000 株

(4) 異動後の所有株式数 55,600 株（所有割合 92.7%）



(1) 商 号 株式会社日本空調東海

(2) 異動前の所有株式数 20,400 株（所有割合 51.0%）

(3) 取 得 株 式 数 19,600 株

(4) 異動後の所有株式数 40,000 株（所有割合 100.0%）

(1) 商 号 東日本空調管理株式会社

(2) 異動前の所有株式数 10,800 株（所有割合 54.0%）

(3) 取 得 株 式 数 7,700 株

(4) 異動後の所有株式数 18,500 株（所有割合 92.5%）

4.株式取得金額

969 百万円

5.株式取得日

平成 27年 10 月 16 日

6.今後の見通し

本件が当社の平成 28 年 3月期の連結業績に与える影響は軽微でありますが、開示すべき

事項が発生した場合は、速やかに開示いたします。

以 上


